
消防の組織について大きく分けますと「常備消防」と「非常備消防」の2つに分かれます。
まず、常備消防とは消防本部・消防署を指すもので、一般職の地方公務員である専任の職
員が勤務しており、火災予防の他、火災、救急、救助などの災害が発生すれば出動いたし
ます。

毎年、総務省が発行しております、消防白書では、全国に７２４の消防本部があり、その職
員数は約１６万人です。この内、５８８５人が女性消防職員です。

本市消防本部には１６５名が勤務し、その内、女性職員は３名の職員が勤務しており、２交
代制で２４時間あらゆる災害に対応できるよう備えております。

次に、非常備消防とは、地域の住民で構成された消防団の活動のことを指し、その構成員
である消防団員は、有事の際には権限と責任を有する非常勤特別職の地方公務員として、
地域の火災対応で重要な役割を担っております。

令和３年４月１日現在、全国の消防団数は２１９８団、消防団員は約８０万人在籍され、この
内、女性消防団員は２７３１７人です。本市における消防団員数は現在３１７名在席されて
おり、この内、女性消防団員は１０名となっております。



本市で活躍している救急救命士の資格を持った女性消防職員です。現在３名が勤務して
おり市民の安心安全を守るため、昼夜分かたず業務に勤しんでいます。

また、増え続ける外国人市民との言葉の壁を払拭することができるよう、１１９番通報時の
「やさしい日本語」リーフレットの作成に携わるなど、災害現場以外の業務でも幅広く活躍し
ています。

今後、女性が活躍していくにあたり、働きやすい職場の環境づくりが必要になると考えてい
ます。そのためには、意欲と能力に応じた人事配置を行っていくことが重要であり、女性が
活躍するためには、「女性向きの仕事」といった固定的な見方にとらわれることがないよう、
これまで男性色が強いと思われていた消防業務や救助業務への女性職員の配置につい
ても積極的に行っていくことを考えています。

また、庁舎における女性用施設の整備につきましては、本市消防本部庁舎の一部を女性
専用に改修し、次いで、人事異動なども視野に入れ金剛分署の施設についても改修工事
を行い、本市としまして女性職員がストレスなく勤務することができるよう環境整備に努め
ました。

今後は、妊娠・出産などの環境変化が生じても、十分に能力を発揮することができるよう、
引き続きソフト面の充実に努めてまいります。



本市消防団では、組織の活性化を図るため、防火・防災及び救急手当の指導など、災害に
より被災した方々への後方支援活動を目的に令和２年７月に女性消防団が結成されました。
現在、１０名が在席しており、コロナ禍での活動は制限もありましたが、火災予防に関する
広報活動については常備消防と連携し実施してまいりました。今後も引き続き、防火に関
する指導はもとより、地域防災力向上のため、応急手当の普及指導など、減災活動に傾注
してまいりますとともに、地域防災の要となる消防団員の増員や、女性消防団員の加入促
進に努めてまいります。



本市における防災対策として、現在、消防の広域化に取り組んでいます。

消防機関は、将来にわたり市民の皆さんの安心・安全を守るために消防力（車両等の資機
材や人員）を維持し、火災をはじめ様々な災害や救急等の要請に迅速かつ的確に対応して
いかなければなりません。

しかし、人口減少等の影響から厳しい社会環境や経済情勢が続くと予想されている現代に
おいて、引き続き一定の消防力を維持していけるかどうかが自治体にとって極めて重大な
課題となっています。

大規模な風水害が全国各地で発生し、南海トラフ巨大地震をはじめ大規模地震の発生が
危惧されている中、消防機関の体制強化はまさに急務であります。
そこで、本市では、2以上の市町村が消防事務を共同して処理する「消防広域化」によって、
消防組織の規模を拡大して住民の安心・安全を確保するとともに、消防防災体制のさらな
る充実強化を目指す取り組みをおこなっています。



現在、柏原市・羽曳野市・藤井寺市・河内長野市・太子町・河南町・千早赤阪村及び柏原羽
曳野藤井寺消防組合消防本部とともに「大阪南消防広域化協議会」を設立し、令和６年４月
の「消防広域化」実現に向けて本格的な協議を進めています。
この「消防広域化」によって、期待できる効果としましては、

まず、「災害時における初動体制の充実強化」が挙げられます。広域化により、１消防本部
の保有する消火隊、救急隊や救助隊の数が増え、初動の段階から多くの部隊を出動させる
ことが可能となります。また、第2出動と呼ばれるような、さらなる増隊にも即座に対応するこ
とができます。

２つ目として、「現場到着時間の短縮」も挙げられます。市町村の境界が無くなることにより、
直近の消防車両が旧管轄区域を越えて出動できるため、現場到着までの時間短縮を図るこ
とができます。

３つ目として挙げられるのは「現場体制の充実」です。広域化により、庁舎・労務管理等の組
織運営部門や通信指令部門といった消防本部機能を広域化により統合することで人員の生
み出しが可能となり、火災等の災害現場で活動する要員が増強されます。

さらに４つ目として、「消防体制の基盤強化」も期待されます。広域化によって、これまでなら
各消防本部が個別に整備していた消防車両や施設について、共有したり、また共同で整備
することが出来るため、効率的な運用・整備が可能となります。

以上のとおり、より強固に、より迅速に、より効果的に、そして、より効率的に、本市の消防防
災体制を整備していくために、「消防広域化」は大変有意義な方策であると考えております。

消防の任務は、今後も社会経済の発展に伴い拡大し、かつ、高度化していきます。限られた
消防の資源を有効に活用し、将来にわたり住民の皆さんの安心・安全を守る「消防広域化」
の実現に向けて、引き続き取り組んでまいります。



近年、南海トラフ地震の発生が危惧されるとともに、大規模な風水害が全国各地で発生している状況の
中、本市では、自然災害等から市民の暮らしと生命・財産を守るため、「地域防災計画」に基づく総合的
な防災対策を推進しています。
一方で、大規模な災害発生時においては、市が行える対応におのずと限界もあることから、「公助」に加
え、自分の命は自分で守る「自助」と、共に助け合い自分たちの地域を守る「共助」により防災活動を推
進し、日頃より地域全体で防災意識を醸成させていくことが大切です。
市としましても、災害備蓄や防災体制の確立等、防災体制の整備に努めているところですが、災害時に
おいては、地域コミュニティーの果たす役割は非常に大きく、いわゆる地域防災力の向上が大変重要で
あると考えています。
地域防災力向上に向けた取組として、本市域においては、各小学校区、町会・自治会や自主防災組織
単位、また地域の事業所等において、防災訓練等を行なっていただいているところですが、残念ながら、
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、令和２、３年の２年間、市の防災訓練をはじめ、多くの地域や
団体において、防災訓練が開催できておらず、地域防災力の低下が懸念されています。
そのような中、伏山台小学校区では、昨年11月27日に、感染対策に十分ご留意いただきながら、様々な
趣向を凝らした訓練を実施していだきました。
では、防災備品の展示や体験コーナー、出前講座により防災知識の啓発、また自衛隊にも協力をいた
だき、装甲車の展示等も行われました。
市では、このような小学校区単位での訓練に対し、補助金を交付する制度がございますので、他の校区
でもぜひご活用いただければと思います。
また、本市では、災害時等における情報伝達手段の一つとして、ＭＣＡ同報系防災無線システムを整備
しております。
平成18年から、土砂災害危険地域や浸水想定区域、また市内の各小学校に無線子局（屋外スピー
カー）の設置を進めており、現在、全４８か所に設置しています。
この無線システムは、非常時に避難情報等の放送を行うもので、毎日夕方、通信試験として「夕焼け小
焼け」を放送しています。また、これにより児童の帰宅も促しています。
子局では、災害時における市災害対策本部との相互通信や、子局からの緊急放送も可能であり、東条
地区では、１０町会の住民の皆さんが参加し、年２回、使用方法の確認や通信等の訓練を行っていただ
いております。
今後は、コロナウイルスの感染状況を踏まえ、このような地域による防災訓練が再開、活発化されること
を期待しています。
市としましても、地域の防災訓練等の実施支援や出前講座等により、地域の防災活動をしっかりとサ
ポートしてまいります。


